
改正刑訴法に関する刑事手続の在り方協議会第９回会議配布資料 ３５

通常審（三審制）及び再審請求審の

手続構造



通常審（三審制）及び再審請求審の手続構造
通常審

再審請求審

裁判所

○ 検察官が起訴した公訴事実を立証する証拠を提出し、被告人・弁護人はそ
の信用性を争い、あるいは反証するなどして防御し、裁判所は、双方の主
張・立証を考慮して、公訴事実の存否（合理的疑いを容れないか）を判断す
る（当事者主義）。

検察官 被告人・弁護人

裁判所

有罪判決を受けた者等

弾劾・主張・反証起訴・立証

○ 再審請求審では、有罪判決を受けた者等が再審開始事由（「無罪･･･を言い
渡（す）べき明らかな証拠をあらたに発見したとき」等）があることを理由
として再審の開始を請求し、裁判所が、職権で、当該事由の存否を判断する
ため必要な審理を行う（職権主義）。

再審請求
証拠書類・証拠物を添付

公訴事実の存否を判断

再審開始事由の存否を判断

検察官

必要な事実の取調べ（取寄せ）

判決確定

第一審判決

控訴審

上告審

※事実誤認を理由とすることは不可
（憲法違反・判例違反に限定）

公訴事実

再審開始事由


